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１ 研究の目的と経過 

本研究は、小学校（以下、実践校）において全

校教職員の協力体制のもと、児童の望ましい行動

を増やすためのポジティブ行動支援（positive 

behavior support、以下、PBS）の実践を行った。PBS

とは、1990 年代に米国で開発された支援である

（Horner et al., 1990）。日本の教育現場でも注目さ

れており、適切な行動を引き出す環境をつくり適

切な行動を増やす積極的、開発的な指導や支援の

一つである。本研究はPBSの実践を通して、著者

（以下、実践者）が教職員にどのような働き掛け

をすることで児童の望ましい行動の変容や教職員

の生徒指導に対する負担感軽減に効果を及ぼすの

か明らかにすることを目的とした。 

 具体的な取り組みとして、1年目（X年）では、

実践校の児童や教職員の支援体制の実態と PBS

の必要性を基に研修や学年を限定した取組を行っ

た。2年目（X＋1年）では、前年度の取組を参考に

しながら、校内の組織作り、三層支援、データ活用

を通して、全校体制で PBS に基づく実践を行った。 

 

２ 研究の方法 

 本研究は、PBS を全校体制で取り組む際の教職員

に向けた働き掛けによる児童の望ましい行動の変容

や教職員の生徒指導に対する負担感の軽減への効果

を明らかにするために、児童の問題行動数、教職員ア

ンケートを収集、分析した。対象は、X年は３、４

学年の通常７クラス 219 人の児童と担任７人、X

＋１年は全校児童 660人と教職員 33人であった。

児童の問題行動数の集計は、実践校の自治体に提

出する問題行動数の３年間のデータを集計して比

較した。教職員アンケートは、X年に PBS実施ク

ラス群と未実施クラス群が、PBSを実施前の10月

と実施後の３月に行った結果について分散分析を

行った。X＋１年はPBS実施前の４月と実施後の

11月の結果についてｔ検定を行った。 

 

３ X年の実践 

 実践者の校内視察、管理職や教職員との意見交換 

から、教職員が児童の望ましくない行動にばかり目

がいき、指導に疲弊する姿が確認された。そこで、PBS

を全校体制で行う必要があると考え、校内の協力体

制を構築しながら段階的に行っていくことにした。 

(1) 研修会と実践学年を絞ったPBSの取組 

X 年８月、実践校の教職員向けに、PBS の基礎知

識を伝達する研修会を行った。研修会後のアンケー

トで、PBSの取組に協力してもよいと答えた３、４学

年の通常学級７クラスに絞り、PBS の取組を下記の

３点の通りに行った。 

実践者と３、４学年の担任で、PBSの取組について

話合うポジティブミーティング（以下、ミーティング）

を行った。内容は、PBSの取組の説明や進捗状況の確

認、今後の見通しであった。ミーティングを通して、

PBSに対する疑問や成果、課題を明らかにして、全校

体制で行う際に生かすことを心掛けた。 

第１層支援として、ミーティングを通して行動マ

トリクスの作成と望ましい行動が見られた際に行う

トークンの方法について検討した。児童の実態に合

わせた目標設定や支援方法を柔軟に変更することの

大切さについて明らかにすることができた。 

第３層支援として、ミーティングを通して、担任と

対象児童を設定し、個別支援の方法について検討し

た。担任と実践者が対象児童の行動観察を行い、図１

にあるように対象児童の標的行動をデータに示した。

また、図２にあるように手立てシートを用いて、望ま

しくない行動と望ましい行動、代替となる行動を設

定した。望ましい行動と代替となる行動を引き出す

ための手立てを考案し、その中から実効性の高い手

立てを行った。個別支援が決定した後、一定期間対象

児童の行動を担任にチェックしてもらい、実践者が

データに示し、手立ての有効性について確認した。

   
図１ Y１の勉強道具を準備する行動の点数化の推移  

図 17 Y１の勉強道具を準備する行動の点数化の推移 



    

以上、ミーティングを通して、３、４学年の担

任と情報交換をしながら明確な支援方針を示し、

児童の行動変容におけるデータを示すことでPBS

の取組における成果を担任に実感してもらうよう

に取り組んだ。 

(2) 教職員への働き掛け 

３、４学年の取組の他に、啓発活動を目的とし

て、松山（2018）が、栗原（2018）の書籍『PBIS

実践マニュアル＆実践集 p.34』の中で述べている

ポジティブカード（図３）を使用した。望ましい

行動について啓発することを目的とし、実践者が

校内視察で見付けた児童や教職員の望ましい行動

を短文で記載できるカードである。ポジティブカ

ードの内容をポジティブだよりとして全教職員に

向けて配付した。 

 

(3) X年の取組の成果について 

対象学年を絞ったX年の取組では、組織作り

を基盤とした教職員とのミーティングを密に行

うこと、三層支援を段階的に行うこと、データ

を示し取組の成果を確認することが大切である

ことが明らかになった。 

図４にあるように、教職員に行ったアンケー

ト項目⑤「校内の生徒指導体制は十分である」

において、２要因混合計画で分散分析を行っ

た。その結果、交互作用が確認され、PBS実施

クラスでは数値が上昇し、未実施クラスでは数

値が下降する傾向が見られた。未実施クラスの

単純主効果を分析したところ、有意差が見られ

た（ｆ（1, 21）=5.64、p<.027）。 PBS実施クラ

スでは、教職員の生徒指導に対する肯定的な意

識の変化が見られたことに加え、PBS未実施ク

ラスでは生徒指導体制において十分でないと感

じる教職員が増加したと考えられる。よって、

実践校においてPBSの実施が生徒指導体制に欠

かせない可能性があることが示された。 

  

 以上、X年の取組を基にして、X＋１年では、全

校体制における PBS の取組をより効果的に行う

ために、校内の組織作り、第１～３層支援の段階

的な取組、データ活用を中心として教職員に働き

掛けることとした。 

 

４ X＋１年の実践 

(1) 校内の組織作り 

実践者が PBS 推進チームを X 年の年度末に管

理職に提案し、教職員の合意を経て、チームメン

バーを各学年から１名ずつ選出した。月１回以上

各回 30 分程度、PBS の取組について話合うミー

ティングを行った。PBS実施による各学年や学級

の様子についての情報交換を行って今後の取組に

生かすこと、毎月の生活目標に関連した望ましい

行動を促進するキャンペーンの取組について検討

することが主な内容であった。支援の主体者であ

る担任の意見を聞き、PBS の取組に反映させた。

ミーティングの回数を重ねるごとに、発表者中心

の話合いから、メンバー中心の話合いへと変容が

見られ、教職員の取り組みに対する主体的な意見

が増加した。 

実践者による研修会を年２回実施した（４月、

７月）。４月は、研修内容を PBS の基礎知識、称

賛の実例の取組、X＋１年度の取組予定に絞って

行った。７月は、行動マトリクスの作成を行った。

実践校の教育目標を基にして、教職員が考える児

童の望ましい行動について意見を出し合い、各グ

図２ Y1の手立てシート  

手立てシート 

  年  組           

１ 現状（複数あってよい） 

A 事前（きっかけ） B 行動 C 事後（結果） 

やることが分からない 

勉強道具を出さない 

 

授業に関係ないことをする 

手遊び・寝そべる 

注意される・声をかけられる 

 

２ 検討 

A 事前（きっかけ） B 行動 C 事後（結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 手立て 

 

事前の対応を変える 実行性  事後の対応を変える 実行性 

①望ましい行

動を起こしや

すい A をつく

る 

準備カードの提示 ◎  ①望ましい行動

を起こしたら達

成や満足が得ら

れる 

トークン◎ 

言語称賛 

〇 

◎ 

②困った行動

をおこしやす

い A を変える 

準備カードの提示 ◎  ②困った行動を

起こしても C が

生じない 

 

  

③代わりの行

動を起こしや

すい A をつく

る 

個別の声掛け 

準備カードの提示 

◎ 

◎ 

 ③代わりの行動を

起こしたら、困っ

た行動で得られて

いた C が得られる 

トークン〇 

言語称賛 

〇 

◎ 

 

事前（きっかけ） 

勉強道具がない 

③代わりの行動 

（指示されて） 

勉強道具を出す 

 

 

生じる・なくなる結果 

声を掛けられる 

達成・満足 

声を掛けられる 

 

②困った行動 

授業に関係のないことをす

る 

①望ましい行動 

（自分から） 

勉強道具を出す 

 

 

図３ ポジティブカード  

図４ 教職員アンケート項目⑤結果  



ループの PBS 推進チームのメンバーが意見を集

約した。研修会後、各学年で内容を精査する時間

を作り、実践者が意見を集約して行動マトリクス

を完成させた。 

X 年に引き続き、啓発活動を目的としたポジテ

ィブカードを教職員に配付し共通理解を図った。

また、教職員のタブレットにインストール済みの

オンライン会議、資料共有ソフトを活用して、実

践者が見付けた望ましい行動を全教職員が確認で

きるようにした。 

(2) 第１～３層支援の段階的な取組 

実践は、児童の実態に基づいて、第 1～3 層の

支援を行った。支援の取組内容は、実践者が管理

職や PBS 推進チームに提案や相談をした上で決

定した。 

① 第１層支援 

第１層支援では毎月の生活目標に関連した取組

を行うキャンペーンと教職員研修によって作成し

た行動マトリクスを活用した。 

キャンペーンの内容は、ミーティングを通して

決定した。内容は、数値で表せるもの、全教職員

が意識して称賛できる活動となるものを基準とし

た。具体例として、朝のあいさつ運動を挙げる。

実践校の委員会活動である生活委員会のあいさつ

運動と関連付けて行った。キャンペーンでは、委

員会の児童や教職員があいさつをした児童にシー

ルを渡し、シールをもらったらあいさつの木に貼

るという取組を行った。あいさつをした児童の集

計は実践者が行った。図５に、朝のあいさつをし

た児童の割合（玄関調べ）を示した。図５より、

児童の割合は 4 月 17 日からのキャンペーンを行

った CW-PBS フェイズでは BL よりも高かった。

4 月 25 日以降の FU では、前の CW- PBS と同じ

で高いレベルを維持した。毎月の生活目標の取組

の成果をデータによって教職員と児童に示した。 

 

研修会と各学年の話合いによって作成した行動

マトリクス（図６）は、ミーティングの話合いを

通して、各教室に掲示すること、教職員が同じ基

準で児童の行動を称賛するための目標物として活

用すること、各クラスの実態に応じて朝や帰りの

会で振り返る取組を行うこと、定期的に行動マト

リクスの活用方法や内容について意見交換する場

を設けることを決定して、活用することにした。 

 

② 第２層支援 

第２層支援では、図７にあるように、毎月、各

クラス担任から報告される問題行動報告書を実践

者がデータ化し対象児童を設定した。支援は、対

象児童に対して、１日１回以上の声掛け、望まし

い行動の個別指導を行った。 

 

③ 第３層支援 

第３層支援では、X年と同様の取組として、手

立てシート（図２）を活用した。担任と実践者が

手立てシートを基に、対象児童の望ましくない行

動を望ましい行動と代替となる行動へつなげるた

めに、どのような手立てを用いるかについて話合

い、経過を評価や改善につなげた。 

(3) データ活用 

毎月の生活目標の取組による子どもの望ましい

行動数をグラフ化し、児童及び教職員に示した。

問題行動報告書をデータ化しその結果を毎月教職

員に示した。PBSの取組の成果を教職員へ明示し、

教育的な価値を意識づけた。第２層支援の対象児

童の選定として、問題行動報告書を活用した。 

 

５ 結果（問題行動数・教職員アンケート） 

(1) 問題行動数 

PBS 未実施のX―1及びX年度と PBS 実施の

X＋1年度の問題行動数を比較した結果、未実施の

図５ 朝のあいさつをした児童の割合  

図６ 実践校で作成した行動マトリクス  

図７ 問題行動データ  



２年間に比べ、実施年度の問題行動数の減少が確認

された（図８、９）。 

 

 

(2) 教職員アンケート 

4月と 11月に教職員アンケート（８項目、４件

法）を行い、対応のある t検定の結果、項目②「生

徒指導対応に負担感を感じている」で有意差が見

られた（t（52）=3.58、p< .001）（図 10）。その他、

項目④「実感を伴った生徒指導」、項目⑤「校内の

生徒指導体制」においても有意差が確認された（項

目④：t（52）=2.74、p< .011項目⑤：t（52）=2.30、

p< .03）（図 11、12）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

６ 成果と課題 

PBSの取組を全校体制で行うことにより、各月

の生活目標の取組（例：あいさつ運動）による望

ましい行動数の増加、問題行動数の減少、教職員

アンケートによる負担軽減が確認された。実践者

だけでなく、推進チームでPBSの取組を推進する

ことで、各学年の実態把握や実践の成果や課題の

収集、情報共有のしやすさなどが実現された。行

動マトリクスやキャンペーンによる望ましい行動

を具体的に示し、共有することで、教職員の称賛

行動が増加し、児童の望ましい行動の増加と問題

行動数の低減を促すという好循環が生じていたと

推測される。生徒指導に関するデータを数値とグ

ラフによる可視化を行うことによって、実感を伴

った取組が可能になった。そして何よりも、望ま

しい行動に着目するという共通の目標を基にして

教職員の意識を統一できたことが本研究の価値で

あったと考える。 

一方で、データ化に関する仕事量の軽減をする

こと、望ましい行動を一貫した基準で定義するに

は難しさがあること、学校の教職員だけでPBSを

行うことには限界があることは今後の課題として

残された。 

 

７ 結論と今後の展望 

校内において、明確な支援方針を柱とするPBS

の取組を教職員に提案し、教職員全体で児童の望

ましい行動の基準を明確にし、望ましい行動に対

する称賛に重点を置く支援を実施した。取組にお

けるミーティングを重ね、数値やグラフによる可

視化した成果を支援の成果や手掛かりとして、成

果を校内で発信することで、教職員の協力体制の

構築を実現すると考えられる。可視化した実践の

成果により取組が活性化し継続され、児童の望ま

しい行動に着目する働き掛けが増加したと考えら

れる。明確な支援方針を示し、教職員全体で目的

を共有した上で取組を進めることで、児童の望ま

しい行動の増加や生徒指導への負担感の軽減とい

う好循環が生じると考えられる。 

今後の展望として、CS（コミュニティースクー

ル）を活用するなど、保護者や地域への広がりを

計画すること、PBSの取組に児童が主体的に取り

組むこと、協力体制の構築を他の取組（例：不登

校対策）に生かしていくことが重要と考えられる。 
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図８ ３年間の問題行動数の比較（４～12月） 

図９ ３年間の問題行動数累計 （４～12月） 

図 10 教職員アンケート項目② 図11 教職員アンケート項目④  

図12 教職員アンケート項目⑤  


